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総 務 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成２５年１２月６日（金）午前１０時　　　　開会

　　　　　　　　　　　　　午前１１時２０分　閉会

１．場所

第一委員会室

１．出席委員
委 員 長 野口　博  副委員長 渡辺慎吾  委　　員 三好義治
委　　員 中川嘉彦  委　　員 水谷　毅

１．欠席委員
なし

　　　　
１．説明のため出席した者

　　市　長　森山一正 副市長　小野吉孝

市長公室長　乾　富治 同室次長　山口　猛
秘書課長　池上　彰 政策推進課長　谷内田　修 人事課長　大橋徹之
総務部長　有山　泉 同部次長兼財政課長　北野人士
同部参事兼納税課長　東角泰典　防災管財課長　西川　聡
情報政策課長　槙納　縁 市民税課長　和田元伸
監査委員・公平・固定資産評価審査委員会事務局長　山田雅也
消防長　熊野　誠 消防本部次長兼消防署長　樋上繁昭
総務課長　明原　修 警備課長　橋本雅昭
警備課参事兼警防第１課参事　木下正雄　警備課参事兼警防第２課参事　幸田英基

１．出席した議会事務局職員
事務局長　寺本敏彦 同局総括主査　湯原正治

１．審査案件（審査順）
議案第６０号　平成２５年度摂津市一般会計補正予算（第５号）所管分
議案第７３号　指定管理者指定の件（鳥飼八町団地ほか３団地）
議案第８６号　摂津市税条例の一部を改正する条例制定の件
議案第８５号　吹田市・摂津市消防通信指令事務協議会の設置に関する協議の件
議案第９２号　摂津市消防賞じゅつ金支給条例の一部を改正する条例制定の件
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（午前１０時　開会）

○野口博委員長　皆さん、おはようござ

います。

　ただいまから、総務常任委員会を開会

させていただきます。

　最初に、理事者から挨拶を受けます。

　森山市長。

○森山市長　おはようございます。

　本会議に引き続きましての本日は総務

常任委員会、大変ご苦労さまでございま

す。

　本日は、過日の本会議で当委員会に付

託されました案件について、ご審査を賜

りますけれども、どうぞ慎重審査の上、

ご可決いただきますよう、よろしくお願

いいたします。

　一旦、退席させていただきます。

○野口博委員長　挨拶が終わりました。

　本日の委員会記録署名委員は、水谷委

員を指名します。

　審査の順序につきまして、お手元に配

付しています案のとおり行うことに異議

ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○野口博委員長　異議なしと認め、その

ように決定します。

　暫時休憩します。

（午前１０時１分　休憩）

（午前１０時２分　再開）

○野口博委員長　再開します。

　議案第６０号所管分の審査を行います。

　本件につきましては、補足説明を省略

し、質疑に入ります。

　水谷委員。

○水谷毅委員　皆さん、おはようござい

ます。

　議案第６０号の一般会計補正予算書に

関しまして、ご質問させていただきたい

と思います。

　補正予算書１６ページ、市債の中で土

木債というのがございまして、ＪＲ千里

丘駅エレベーター設置事業債というのが

２，２５０万円で計上されております。

これに関連しまして、予算書の６ページ

に繰越明許費ということで、都市計画費、

同じくＪＲ千里丘駅エレベーター設置事

業ということで４，５００万円が計上さ

れております。

　この際、この繰越明許費という言葉は

余りふだん使われない言葉なんですけれ

ども、これらの意味合いについてお伺い

したいと思います。

　あと２点、このＪＲ千里丘駅エレベー

ター設置に関する総事業費、そして今回

載っております土木債の２，２５０万円

の内容、そしてこの繰越明許費に載って

おります事業の４，５００万円、これら

の内容についてお尋ねしたいと思います。

　もう１点は、この事業に関しまして、

摂津市とＪＲ、そして国からの共同で費

用の負担割合があると思うんですけども、

この割合がどのような内容であったのか。

そして、またその負担割合に対して適正

な負担割合であったのか。この３点につ

いてお伺いしたいと思います。よろしく

お願いします。

○野口博委員長　所管外もあるので、適

切なご答弁を求めておきます。

　北野次長。

○北野総務部次長　それでは、水谷委員

のご質問にお答えしたいと思います。

　まず１点目の６ページの繰越明許費の

考え方ということでございますが、予算

というのは単年度主義が大原則でありま

して、それの例外の一つとして繰越明許

費というものがございまして、これは平

成２５年度の予算を平成２６年度に、議

会の議決をもって送らせていただくとい

うことでございまして、今回、事業の内

容に絡めて若干申し上げてお伝えします
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と、そもそもこのＪＲの千里丘駅のエレ

ベーター設置事業につきましては、今年

度においてはおよそ設計調査等が主に当

初予算に載っております。平成２６年度

の予定といたしまして、その工事費です

ね、これを平成２６年度当初予算に計上

する予定でございました。しかし、国の

ほうの補正予算の関連で、前倒しで国費

を受けてくださいというようなお話がご

ざいまして、今回、摂津市のこの平成２

５年度予算に計上することで、結果とし

て、当初考えていたエレベーターの竣工

時期を数か月前倒しでできるということ

がございましたので、今回、補正に上げ

させていただいておるというところでご

ざいまして、事業費の総額になるんです

が、今回、補正後事業費総額としては６，

０００万円を予定いたしておりまして、

このうち起債対象事業費は４，０００万

円でございます。これに対して起債を充

てていくということになっておりまして、

今回２，２５０万円の起債をさせていた

だくということになっております。

　それと、事業費の負担割合の考え方な

んですが、およそこの工事費全体として

は１億８，０００万円程度と聞いており

まして、事業主体がＪＲ西日本でござい

まして、ＪＲ西日本が６分の１でござい

ます。鉄道機構のほうが６分の１でござ

います。我が市の負担が３分の１でござ

います。国費３分の１、市の負担３分の

１、ＪＲ西日本が６分の１、機構が６分

の１という負担割合になっております。

○野口博委員長　水谷委員。

○水谷毅委員　ありがとうございました。

　繰越明許費の内容については、よく理

解できました。ありがとうございます。

　負担割合につきましては、摂津市が３

分の１の負担ということで理解ができま

した。

○野口博委員長　暫時休憩します。

（午前１０時８分　休憩）

（午前１０時９分　再開）

○野口博委員長　再開します。

　中川委員。

○中川嘉彦委員　議案第６０号の１８ペー

ジ、総務費の固定資産評価審査委員会費

の報酬１３万１，０００円について、ご

説明いただければと思います。

　この金額が何人分の報酬なのか、また、

この固定資産評価審査委員会というのは

年何回ぐらい開かれているものなのか、

お教えいただければと思います。

　あと、３６ページの消防費、災害対策

費の避難所看板製作委託料が８３万円に

なっていますが、この時期、補正で上がっ

てくる理由をお教え願えますか。

○野口博委員長　山田局長。

○山田監査委員・公平・固定資産評価審

査委員会事務局長　固定資産評価審査委

員会の報酬についてお答えいたします。

　今回、補正をお願いしておりますのは、

ことし４月に本委員会が決定いたしまし

た審査決定について、本年１０月にその

取り消しを請求する訴訟が提起されまし

たことから、審査委員会の開催回数が当

初の見込みよりも多くなるということが

予想されるために補正をお願いするもの

でございます。

　この１３万１，０００円の内訳でござ

いますが、想定しておりますのは、今後、

年度末までに審査会を４回開催いたす予

定です。それから、委員長、あるいは委

員が裁判への出廷を求められたときに、

３回程度ということで想定しまして増額

をお願いしておるものでございます。

　開催の回数なんですけれども、案件が

出てくる、出てこないによって、必要に

応じて随時開催しておるものでございま

す。
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○野口博委員長　西川課長。

○西川防災管財課長　消防費、災害対策

費の避難所看板製作委託料８３万円につ

いてお答えさせていただきます。

　今回計上しております避難所看板製作

委託は、避難所となる小・中学校の看板

につきまして、市民の方から避難所の場

所がわからないという意見がございまし

たので、実は平成２４年度夏に第二中学

校を試験的に３枚設置しまして、その後、

第一、第三、第四、第五、全ての中学校

に設置してきてございました。

　今年度につきましては、台風１８号に

よる河川の増水がございまして、避難勧

告の直前まで段階が進んだんですが、避

難所を開設する準備をしたということか

ら、避難所を認識していただくことが非

常に重要だと考えておりまして、今回の

補正の中で味生、それから鳥飼、鳥飼北

小学校、鳥飼西、鳥飼東という、安威川

以南の特に浸水被害が大きいと想定され

る区域の小学校に、新たに蓄光式の看板、

これは以前から設置させてもらっている

ものなんですが、看板を設置しまして、

市民の方々に夜間でもわかりやすい避難

がしていただけるようなものということ

で今回設置させていただくというもので

ございます。

○野口博委員長　中川委員。

○中川嘉彦委員　今回の補正で、全ての

小・中学校に避難場所の看板が設置され

たという認識でよろしいんですか。これ

からもまだその避難場所の掲示する箇所

が、まだ未整備の部分があるのか教えて

いただければと思います。

○野口博委員長　西川課長。

○西川防災管財課長　２回目のご質問に

お答えさせていただきます。

　今回の看板設置は、先ほど申しました

ように５校の設置に関してでございまし

て、まだ残り、まだない地区がございま

す。まだ安威川以北も、小学校のほうに

も設置されておりませんので、引き続き

看板設置を進めてまいりたいと考えてお

ります。

○野口博委員長　ほかにございませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○野口博委員長　以上で、質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午前１０時１２分　休憩）

（午前１０時１４分　再開）

○野口博委員長　再開します。

　議案第７３号の審査を行います。

　最初に補足説明を求めます。

　乾市長公室長。

○乾市長公室長　１２月４日の本会議に

おきまして、指定管理者の指定議案につ

いて、総務部長から総括的な手続等内容

についてご説明申し上げたところでござ

いますが、指定管理者選定委員会を所管

しております市長公室といたしまして、

選定経過等について補足説明を申し上げ

たいと思います。

　指定管理者制度導入に関する指針、第

２次改訂版に基づきまして、公募を行う

施設については、手続の公平性・公正性

を担保するため、外部有識者を加えた指

定管理者選定委員会を設置し、候補者を

選定してまいりました。

　今回の公募対象である２５施設につい

ては、類似施設等をグループ分けし、８

つのグループで選定を行いました。

　選定委員会の構成につきましては、外

部の有識者２名、それから副市長、総務

部長、市長公室長、施設所管部長の６名

とし、委員会下部組織として各部ごとに

検討幹事会を設置いたしました。

　選定基準につきましては、施設ごとに

指定管理者としての適性や管理運営体制、
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利用者サービスなどの審査項目を設定し、

それぞれに配点を行い、合計評価点の一

番高い団体を候補者として選定しており

ます。

　選定方法でございますが、４団体以上

の応募があった場合は、提出書類をもと

に検討幹事会で一次審査項目の採点を行

い、二次審査のプレゼンテーションでの

評価点と合わせて、最終的に選定委員会

で候補者となる団体を選定しております。

なお、一次審査では、経営基盤の安定性

に関する項目については外部有識者によ

る自己資本比率や経営安全率などの指標

に基づく意見を踏まえて採点を行ってお

ります。

　総務常任委員会の所管となります市営

住宅の選定について申し上げますと、総

務部長は施設管理部長でもございますの

で、公務のため欠席いたしました副市長

を除き委員４名で選定を行い、各委員の

持ち点が１５０点でございますので、計

６００点満点中４６２点の評価点となり

ました日本住宅管理株式会社を候補者に

選定しております。

　最後に選定経過についてでございます

が、検討幹事会で作成いたしました募集

要領や業務仕様書（案）等について、７

月１２日の第２回会議から８月２日の第

６回会議にかけて審議を行い、適宜修正

を行った後、８月に募集要項の配布や申

請の受付を行いました。その後、９月１

３日の第７回会議から１０月４日の第１

１回会議にかけて、応募団体を対象とし

たプレゼンテーション審査を実施し、候

補者の選定を行いました。その後、１０

月９日に選定委員会の結果を市長へ報告

させていただき、１１月に入りましてか

ら、市として最終的に指定管理者の候補

者を、お配りしております報告書のとお

り決定するに至ったものでございます。

　以上、指定管理者の選定経過に係る補

足説明とさせていただきます。

○野口博委員長　説明が終わりました。

これから質疑に入ります。

　水谷委員。

○水谷毅委員　議案第７３号の指定管理

者指定の件（鳥飼八町団地ほか３団地）

の件に関してご質問をさせていただきま

す。

　まず、市民サービス向上という点にお

きましては賛成の立場でご質問させてい

ただきたいと思います。

　３点ございます。

　１つは、住民の方に今後この指定管理

者に管理が変わっていくということをど

のように説明し、お伝えされる予定になっ

ているのかお伺いしたいと思います。

　２点目は、現在、市で担当しておりま

す、例えば入居の申し込みをはじめとす

るさまざまなサービス、これの役割分担

を市と指定管理者でどのように行ってい

く予定になっているのかお聞かせいただ

きたいと思います。

　３点目は、火災等がありまして、緊急

に入居を必要とする、これのために準備

をしております、いわゆる政策空き家と

いうのがございますけれども、これの申

し込み等については今後どのように対応

していくのか。

　この３点について、よろしくお願いい

たします。

○野口博委員長　西川課長。

○西川防災管財課長　水谷委員のご質問

にお答えさせていただきます。

　まず１点目の、住民の今後の周知の方

法についてお答えさせていただきます。

　今回の議会を経て業者が決定しますと、

それ以降、詳細な内容について業者と打

ち合わせをしていくというふうになって

ございます。４月１日をもって指定管理
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の業務が始まるということで、それまで

の間、協定書を結んだりでありますとか、

現在市がやっております業務の引き継ぎ

を行ったりという業務がございます。そ

の中で、市民さんの窓口は従前、防災管

財課で行っておりましたので、その窓口

が指定管理者に移行するということで、

混乱のないように住民さんのほうには説

明をしてまいりたいというふうに考えて

ございます。

　また、２点目の入居の申し込みにつき

ましては、指定管理の業務のほうの内容

にはなってきますが、従前、防災管財課

の窓口、それから市民サービスルーム等

で市営住宅の申し込みの配布をさせてい

ただいたりという業務をやってございま

した。それにつきましては、引き続き指

定管理のほうのご協力を得ながら、市の

窓口でも配布させていただきたいという

ふうに考えてございます。実際の入居の

申し込み等は、指定管理のほうでお願い

したいというふうに考えております。

　それから、３番目の火災時の緊急政策

空き家の件でございます。

　市では、現在、八町団地のほうに１軒、

政策空き家という形で持ってございまし

て、こちらの利用につきましては、最近

こそございませんが、東日本大震災のと

きも一時的に政策空き家を利用していた

だいて、避難されている住民の方に提供

をしたという経過がございます。

　この空き家につきましては、引き続き

市としては確保していきたいというふう

に考えておりまして、火災につきまして

は市にも連絡がございますので、住民の

方と相談しながら政策空き家が必要なの

かどうかという打ち合わせをさせていた

だいて、実際管理しておりますのは指定

管理になりますので、そちらのほうと協

議しながら進めてまいりたいというふう

に考えております。

○野口博委員長　水谷委員。

○水谷毅委員　ありがとうございました。

　やっぱりそこに住んでおられる方から

しますと、今後どのようになっていくの

かというのがやっぱり一番不安な材料に

なると思いますので、しっかり見える形

で、いろいろと市のほうとしても説明を

充実させていただきたいと思います。

　やっぱり市営団地ということで、物す

ごく安心感を持ってそこに住まれておら

れると思いますので、今後もずっと摂津

で住んでいきたいと、このような思いに

なっていくような今回の取り組みにして

いただきたいということを要望といたし

ます。

○野口博委員長　中川委員。

○中川嘉彦委員　議案第７３号について、

３点お伺いいたします。

　指定管理者制度導入に関する指針、平

成２５年３月の第２次改訂版で、４ペー

ジの指定期間の項目で原則５年となって

おりますけれども、施設の特性、性質の

特別な事情がある場合は１０年以下でも

可能となっております。なぜ、今回この

鳥飼八町団地ほか３団地では５年になっ

ているのかお教え願いたいと思います。

　次に２点目、選定されました日本住宅

管理株式会社の特質性、どのような点が

すぐれていたのか。特に運営業務の提案、

管理コストの節減、市内在住者の積極的

採用、市内業者の育成、この辺を含めて

お教え願えますか。

　３点目、仕様書の中の立入検査の項目

で、どういう場合、指定の取り消しを想

定されているのかお教え願いたいと思い

ます。

○野口博委員長　西川課長。

○西川防災管財課長　中川委員のご質問

の３点についてお答えさせていただきま
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す。

　まずは、指定予定期間、今回、市営住

宅に関しましては平成２６年４月１日か

ら平成３１年３月３１日までの５年間と

させていただいております。こちらにつ

きましては、住宅の指定管理ということ

の特殊性というんですか、実際にそこに

住まわれている方の住民サービスが５年

間継続してできるようにということを、

次の５年間には、また新たな指定管理を

募集しなければならないということがあ

るんですが、継続性にはやはり５年間が

必要であるということを考えまして、５

年間という期間を設定させていただいて

おります。

　続きまして、今回、日本住宅管理株式

会社に選定した理由につきましてご説明

させていただきます。

　まず、日本住宅管理が提案してきまし

た提出書類の内容から、市営住宅を管理

する適性についてということで、住宅管

理につきましては大阪府府営住宅を、東

大阪地区なんですが、５，８００戸、す

でに指定管理をされている。

　それから、先ほども申しましたように、

継続性という意味で、大手管財事業者の

子会社であり、経営基盤もしっかりして

いるということ。

　それから、管理運営体制につきまして

は、専門性のある職員、こちら管理事務

所のほうになるんですが、常勤２名と非

常勤職員３名を配置する。その配置につ

きましても、市内の雇用を優先的に進め

るということを聞いてございます。

　それから、管理事務所につきましては、

従前、防災管財課が市役所で行っており

ましたが、住民の方の今後の利便性を考

慮しまして、市役所周辺に配置するとい

うふうな予定を聞いております。

　それから、メリットのほうでも、以前

からご説明させていただいておりますよ

うに、苦情や緊急修繕の依頼に関しまし

ては２４時間、３６５日の受付の可能な

インフラと体制がございます。

　また、管理業務に関しましては、口座

振替であるとか、戸別訪問をして収納対

策に柔軟に対応していくというふうなこ

とも提案にございました。

　また、現在、収納率につきましては９

７．５％、市が、これは現年度分の収納

率になるんですが、それを低下させない

ということを目標にしておりまして、目

標数値としましては９８．５％まで向上

させたいというふうな提案がございまし

た。

　また、運営業務におきましては、高齢

者が多いという特性がございますので、

高齢者の見守りでありますとか地域コミュ

ニティーの支援事業など、三島団地のほ

うは、できてから、鳥飼野々団地、それ

から鯵生野団地の方々が１つの団地に集

まってコミュニティーを形成されている

という住居でもあります。また、新規の

入居者もございます。そういう方々に、

今、自治会をつくっていただくようなお

願いをしているんですが、なかなか団体

として自治会が構成されないということ

もございますので、そういう中で、こう

いう地域のコミュニティーを支援するよ

うな事業、こういうものに対しても積極

的に取り組むというふうなことを聞いて

ございます。

　その中で、コストの縮減の観点、それ

から管理運営の効率化、住民サービスの

向上という観点から、この日本住宅管理

という会社がすぐれていたという評価を

させていただいております。

　続きまして、立入検査、それから、こ

の指定管理の取り消しについてお話しさ

せていただきますと、５年間という指定

－7－



管理期間の中で、毎年モニタリング評価

を実施していくというふうになってござ

います。実際に毎年の指定管理の業務状

況を市のほうで監視するということを毎

年行っていく中で、特に取り消しになる

条件としますと、実際に指定管理者が何

らかの個人情報を漏らしてしまったとか、

そういうものに関しては厳重な措置を考

えたいと思っております。

　また、指定管理を解除しますと、その

間、住宅管理というのも必要でございま

すので、そちらのほうは直営でしばらく

やっていくしかないかなというふうに考

えてございます。

○野口博委員長　中川委員。

○中川嘉彦委員　１点目の指定期間の件

ですけれども、私の認識では、このスケー

ルメリットがやっぱり５年より１０年の

ほうが、指定管理者側からすると、長い

ほうがその事業を安定させ、修繕計画の

見通しも立てられやすく、設備投資によ

る減価償却も回収しやすいという認識な

ので、そうすると、もう少しその提案金

額も下がってできたんじゃないかなとい

うふうに思います。これは指定管理者、

この団地だけじゃなく、全部のことに言

えると思うんで、私の考え方は、そうい

うふうに長ければ長いほうがいいんじゃ

ないかなと思っています。

　２点目の、その特質性のあったところ

の運営業務、管理コスト、市内在住者の

件はわかりましたけれども、市内業者の

育成というのは、具体的にその数値で、

例えば植栽、従業者であれば、大体８割

は使ってくださいよという具体的なその

数値目標があるのか、どれぐらいをもっ

て育成となっているのか、そういう縛り

があればお教えいただきたいと思います。

　３点目は、理解いたしました。

○野口博委員長　西川課長。

○西川防災管財課長　中川委員の２回目

のご質問にお答えさせていただきます。

　まず１点目、２つあったと思っており

ますが、スケールメリットの件、５年か

ら１０年というスケールメリットを、１

０年のほうが、長いほうがあるのではな

いかということがございます。

　確かに施設を管理する以上、投資に関

して回収できるということで、１０年と

いう長い期間であるほうがメリットはあ

るとは思いますが、今回、市営住宅に関

しましては、施設自身に投資をしていた

だくということはほとんどなくて、施設

を維持管理していただくという観点から、

それから修繕業務もございますが、それ

以外に、やはり住民に対しての対応とい

うことも非常にウエートを置いておりま

すので、そういう面からいいますと、５

年で更新していくというほうが、むしろ

厳重な管理ができるのではないかという

ふうに考えております。

　それから、２点目の市内業者の育成に

ついてでございますが、特に数値的なも

のは、応募要項等で表現してございませ

ん。

　ただし、ほかの、今回提案のありまし

た指定管理のものとは異なりまして、市

が現在直営でやっていることを団体に出

しているような業務というのは今現在ご

ざいません。その中で、実際に市内業者

を使っているものといいますと、特に給

排水、それから剪定等を一部市内業者に

は発注したりしておりますが、それに関

しましては、応募要項の中で極力市内業

者を選定していただきたい、使っていた

だきたいというような、応募要項の中で

うたっているという状況でございます。

○野口博委員長　山口次長。

○山口市長公室次長　指定期間の５年と

いうことで、補足説明させていただきま
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す。

　長ければ長いほどということであった

んですけれども、この５年といいますの

は、一応指針の中で原則５年ということ

をうたっておるんですけれども、そもそ

もこれは管理委託の制度から、平成１５

年９月の自治法の改正に伴いまして、平

成１８年から法律が施行されてきて、指

定管理制度に移行すると。

　以前の管理委託の制度でございました

ら、管理委託できる団体といいますのが、

市のほうが出資２分の１以上をしている

団体、もしくは役員等を送り込んでいる

団体と、こういう規定がございました。

　そこから、その管理主体の制限の撤廃

をしまして、株式会社も含めていろんな

団体が参入できるということにしました

ので、その代替と言ったら何なんですけ

れども、その主体制限を撤廃し、民間で

も可能にしたということから、その代替

措置として、例えば更新でありますとか、

議決でありますとか、事業報告書の提出

でございますとか、指示権の強化が加え

られたというのが、従来の管理委託制度

から指定管理制度に移ったときに、そう

いう措置がとられたということからしま

して、ある一定の期間で、指定業務がど

うであったのかとか、この辺のことをしっ

かりと評価、検証して、また議会のご審

議を賜って、議決をいただくと、こうい

うふうなところで、管理主体の制限を撤

廃したことに伴う代替措置としての意味

合いがございますので、一定５年程度で

評価をし、また議会のほうでご審議を賜

ると、こういうことが必要かということ

で５年とさせていただいておるところで

ございます。

○野口博委員長　中川委員。

○中川嘉彦委員　ありがとうございまし

た。新しい制度なんで、しっかり監督、

監査していただき、利用者のサービス向

上につなげていただきたいと思います。

○野口博委員長　渡辺委員。

○渡辺慎吾委員　これ全体的に指定管理

者制度、法もできて、そういう形で移行

するというのは十分理解できますし、行

政改革という面からも、非常にこういう

ことは、総論は望ましいというように思

うんですけど、ただ、二、三ひっかかる

点がございまして、市内業者育成という

のがありましたけど、従前から行ってい

る施設管理公社とか、それからシルバー

人材センターの方々、そういう人材をど

のように今後されていかれるのか。その

辺が非常に気にかかりましたんで、１点

だけお聞きしたいと思います。

○野口博委員長　谷内田課長。

○谷内田政策推進課長　地元の雇用につ

いて、全体的な観点から、私のほうから

お答えさせていただきたいと思います。

　各指定管理募集要項等に、地元の雇用

について配慮いただくこと、こういった

ことを募集要項に定めておりまして、一

定地元の雇用については、各施設、配慮

いただいていると認識しております。

　ただ、実際に各指定管理を受けられた

団体が全て市内の方々を雇用いただける

のかどうかというところまでは、ちょっ

とはっきりとは言えませんけれども、募

集要項で一応定めて、協定を結ばせてい

ただいておりますので、一定の配慮はさ

せていただいているものというふうに考

えておりますので、よろしくお願いしま

す。

○野口博委員長　渡辺委員。

○渡辺慎吾委員　施設管理公社、そして

シルバー人材センターというのは、市の

大きな一つの方針として、第一線を退か

れた方々の人材発掘、また働ける方々を

引き続きそういう形で雇用していこうと
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いう形で、市の大きな一つの柱としてさ

れておるわけであって、こういう指定管

理者制度で、そういう業者がどんどん入っ

てきた場合に、そのシルバーなり施設管

理公社のこの存在というのが果たしてど

うなるのかという不安が私にとっては非

常にあるんです。今後そういう形、どう

いうふうに移行して変化していかれるの

か。これ、副市長もしくは市長公室長で

も結構ですけど、お考えをお聞きしたい

と思います。

○野口博委員長　小野副市長。

○小野副市長　きのうの民生常任委員会

の中でも、若干の議論がございました。

　それで、今回の本会議にもございまし

たように、いわゆる公募の部分と非公募

の中身がありまして、ここまで至ります

までには、本会議の中でも、もしも民間

業者に負けた場合、この施設管理公社、

シルバー人材センター等々を含めた、い

わゆる市の外郭団体のプロパーの雇用は

どうなるのかと。ですから、シルバーの

会員さんの問題ではなくて、本体のその

プロパー職員なりが、やっぱり生活があ

る、家庭がある、子どももあると。これ

については、私どもは配慮すべきという

ことの中で、この非公募のその当該団体

が、この５年間は運営できるという形の

ものを配慮したことも事実でございます。

　ただ、外部委員から、なぜ同種の、こ

の駐車場だったら駐車場をこれに含めな

いのかということもございました。これ

は、一つは、例えば摂津都市開発では都

市開発の歴史的経過のフォルテの駐車場

というのは一体のもので、千里丘商店会

等の権利者により、再開発事業の中で権

利者との合意の中でやっておりますもん

ですから、そういうことから考えた上で

も効率的である、担保性がある。また、

コミュニティプラザについては、今、市

民活動支援の問題もある。そういうこと

の中で、施設管理公社であるとか、そう

いうことの側面と、その安定性というこ

とでございます。

　ただ問題は、今後５年間の中で、第２

次改訂の中で、外部団体の見直しに関す

る視点を７項目出しております。私ども

が厳しく彼らに言いましたのは、その中

の、今後、同様の団体の統合もやっぱり

視野に入れざるを得ないかもしれないと。

これも議論いたしました。これも議会で

相当議論があったところでございます。

今回これで終わっておりますが、そのこ

とも視野に入れて、いわゆる経営評価を

行う仕組みづくりを基本的に進めてもら

わないとだめだと。

　２つ目には、経営強化につながる実施

事業。それから、赤字の事業は、市が出

しているからということで抱えるんじゃ

なくて、やはりそういうことも考えても

らおう。

　それからもう一つは、本市以外の業務

の受託の拡大を図ってもらわなきゃなら

ない。例えばシルバーであれば、高齢化

社会でどんどんと今、会員さんがふえと

るはずでございます。ところが、市だけ

頼っておったんでは、この経営基盤が弱

体すると。

　したがいまして、我々もシルバーに対

しまして、他の団体に対しましても、個々

に紹介もいたしたことがございます。例

えば、大手企業がここにありますがどう

ですかと、声をかけますかということも

やってまいりました。

　そういうことをみずからが、プロパー

がまず経営改革をするという意識がない

限り、今後５年後に、この当該団体が守

れるか、守れへんかというのは、市が守

るということもありますが、当該団体も

やっぱりスキルアップをしてバージョン
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アップをすることをしない限り、これは

厳しいということは、再三再四、当該団

体に申してまいりました。

　したがいまして、今後５年間で安心す

ることなく、担当部の部長、課長、また

政策推進課を入れまして、私も出ました

中で意見交換をやって、どういうふうに

改革をしていくか。そして、当該団体が

どう残っていく努力をするか。我々もそ

れは支援したいというふうに思っており

ます。その雇用の問題もありますから、

そういうことも含めて、我々は厳しく言

いながらやってまいるということを思っ

ています。

　それから、もう一つは、ここで議論す

ることではないかもしれませんが、一つ

は、シルバーの方でも非常に頑張っても

らっております。しかし、クレームがほ

とんど市に返ってきているんです。だか

ら、市の職員であるとかどうとかやなく

て、市民の方は、接遇とか対応が悪いと

いうことについては、そこのところに返っ

てくるんですね。それで、夜に走り回っ

ている実態があります。

　だから、そういうことを一つ一つ、シ

ルバーならシルバーの、そこのプロパー

がそこでとめて、そこでもって一つ考え

方を整理する。それから、その人にばっ

かり行っているんであれば、若干人が少

なくなってきますから、公平に回すよう

な考え方も持たないと、非常に不公平が

出るんではないかと。そういうことも言っ

てまいりました。

　今後、我々としてはそういう観点も見

ながら、当該団体がきちっと市民の信託

が得られるような当該団体になってくれ

るように、また厳しいことも言いながら、

我々も支援も援助もしてまいりたいと、

そういうことを続けてまいりたいという

ように考えております。

○野口博委員長　渡辺委員。

○渡辺慎吾委員　非常にそのお考えに対

しては、私も一切反対する気持ちはござ

いません。

　ただ、例えば指定管理者に適している

図書館の運営とか、そういうことに関し

ましては私も非常に理解できるんですけ

ど、駐車場の運営とか、それからこの市

営住宅ということに関して、この前も決

算審査のときに言わせていただきました

けど、「市営」住宅ですから、やっぱり

市が営むということが一番私は大切では

ないかというふうに思います。

　それで、先ほど副市長が申し上げまし

た、今ちょっとシルバーのさまざまな問

題、私もいろいろ聞いておるんですけど、

しかしシルバー人材センター、ここでこ

ういう議論をするというのは、非常に僕

はちょっとふさわしくないと思うんです

けど、そういう摂津市民の、他の議員か

らも話が出とったんですけど、やっぱり

市内のさまざまなそういう関係者にそう

いう場を与えるというのは、やっぱり原

理原則というようなことを私らも思いま

すし、そういう点から考えますと、そう

いう方々が活躍する、自浄作用と、自分

らがやっぱり新たな時代に即した組織に

していかなあかんというのはよくわかる

んですけど、そういう方々の仕事が若干

減っていくというのは、非常に私とした

ら不安を感じるわけでありまして、非常

に行政のバックアップが強力に必要になっ

てくるんではないかと思います。

　安穏とした今の状況というのは、決し

て私はよくないとは思いますけど、時代

に即した方向に変えてもらわなあかんと

いうのはありますけど、一抹の私はそう

いう形の雇用ということに関しての不安

を感じるわけでございます。そういう点、

しっかりと強力な支援体制を組んでいた
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だいて、じっくりとやっぱり議論してい

ただくことを、また改革に向けてのさま

ざまな方策を提言していただくことを要

望したいと思います。

　一つの大きな流れの中で、この指定管

理者制度というのに移行していくという

のは、先ほども言いましたように理解は

できるんですけど、そのはざまというの

を、またどうしてもそれが全て１００％

正しいとは言えないわけであって、その

辺のデメリットの面もしっかりと理解し

ながら、これから移行していただきたい

というように思います。

○野口博委員長　以上で、質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午前１０時４５分　休憩）

（午前１０時４８分　再開）

○野口博委員長　再開します。

　議案第８６号の審査を行います。

　本件につきましては、補足説明を省略

し、質疑に入ります。

　どうですか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○野口博委員長　質疑なしと認め、質疑

を終わります。

　暫時休憩します。

（午前１０時４９分　休憩）

（午前１０時５０分　再開）

○野口博委員長　再開します。

　議案第８５号の審査を行います。

　最初に、補足説明を求めます。

　熊野消防長。

○熊野消防長　議案第８５号、吹田市・

摂津市消防通信指令事務協議会の設置に

関する協議の件につきまして、提案内容

の補足説明を申し上げます。

　本議案につきましては、本市と吹田市

が消防通信指令に関する事務を共同して

管理し、及び執行することを目的に、地

方自治法第２５２条の２第１項の規定に

より協議会を設置し協議するため、同条

第３項の規定により、議会にご提案いた

すものであります。なお、議案参考資料

（議案第８５号）に検討の経過、協議会

規約の案の内容等を記載しておりますの

で、あわせてご参照願います。

　まず、今回、吹田市と協議会の設置に

ついて検討するに至った経緯をご説明い

たします。

　国においては、総務省消防庁から、平

成１７年に消防指令業務の共同運用につ

いて方針が示されました。消防通信指令

施設の構築及び維持管理に係る費用は非

常に高額になることから、費用の低廉化、

広域的な応援体制の強化など、財政面、

広域運用面での効率化を図る必要があり

ます。また、消防救急無線のデジタル化

も高額な整備費用を要することから、共

同消防指令センター構築にあわせ、消防

救急無線の共同整備及び運用を検討し、

費用の低廉化を図ることが課題となって

おりました。

　そこで、大阪府が提示した大阪府消防

広域化推進計画に基づき、平成２０年に

北部ブロック内で消防広域化について検

討を開始いたしましたが、広域化に伴う

一定のメリットは見いだせたものの、ブ

ロック内で足並みがそろわないことなど

の理由で実施が困難となり、新たな方策

として、消防指令業務の共同運用につい

て検討を開始いたしました。

　消防通信指令施設の更新予定時期や地

域性等を勘案した結果、吹田市と摂津市

の組み合わせで検討を進めることとし、

平成２５年２月に両市で検討委員会を設

置し、先進都市への視察・調査など情報

収集等に努め、共同運用の効果等、詳細

な検討を行ってまいりました。

　消防指令業務の共同運用の最大の効果
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といたしましては、１１９番通報の受信

能力・処理能力の向上、大規模火災発生

時等の相互応援体制の強化などをはじめ

とする市民サービスの向上であります。

また、設備整備費や維持管理費等の低廉

化を図れることなど、財政面の効果も期

待できるところであります。

　それでは、協議の内容につきまして、

協議会規約（案）の各条文に沿ってご説

明申し上げます。

　第１条は、協議会の目的に関する規定

で、消防通信指令施設において行う消防

通信指令に関する事務を共同して管理し、

及び執行することを目的といたします。

　第２条は、協議会の名称、第３条は、

協議会を設ける市について規定いたして

おります。

　第４条では、摂津市・吹田市の１１９

番等の受信、出動指令をはじめ、必要な

設備の管理、整備等に関し協議会が管理

し、及び執行する旨を定めております。

　第５条では、協議会の事務の管理及び

執行を行う場所を吹田市消防本部内と規

定しております。

　第６条から第８条は、協議会の組織を

定めたものであります。

　第９条及び第１０条は、協議会の事務

に従事する職員定数と当該定数の両市間

の配分、事務処理をするための組織につ

いて規定したものであります。

　第１１条では、協議会の会議は協議会

の事務に関する基本的な事項を決定する

旨を定めております。

　第１２条及び第１３条は、協議会の会

議の招集及び運営を定めたものでありま

す。

　第１４条は、事務を処理する際に、市、

市長、消防長の名において事務を管理し、

及び執行する場合は吹田市の条例等に基

づいて処理することなどを規定しており

ます。

　第１５条は、協議会の経費の負担につ

いて定めたもので、吹田市が協議会経費

の全額を一旦負担し、会計事務を行い、

本市が負担すべき費用を負担金として吹

田市に納付することと規定いたしており

ます。

　第１６条は、協議会財産の取得、管理

及び処分の方法について規定しておりま

す。

　第１７条は、協議会が解散した場合の

措置を定めたものであります。

　第１８条では、協議会の事務執行等に

係る規定を定めることができる旨を規定

しております。

　なお、本規約は両市の議会の承認をい

ただき、平成２６年２月１日から施行す

るものであります。

　以上、議案第８５号の提案内容の補足

説明とさせていただきます。

○野口博委員長　説明が終わりました。

質疑に入ります。

　中川委員。

○中川嘉彦委員　議案第８５号の第１５

条の負担割合の件でお伺いいたします。

　第１５条に、単独整備費割、人口割、

標準財政規模割、それぞれ３分の１ずつ

というふうに考慮して整備費用の算出が

なっていますけれども、それをもう少し

詳しくご説明いただきたいと思います。

○野口博委員長　橋本課長。

○橋本警備課長　中川委員ご質問の費用

の負担割合についてご説明させていただ

きます。

　この負担割合なんですが、本年８月に

吹田市・摂津市消防指令業務共同運用検

討報告書、こちらのほうで、先進都市の

事例を参考にしながら研究・検討を重ね

てまいりました。署所端末や車両端末の

各市の個別の整備費用、これに関しては
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全額各市で負担することとしております。

　共同消防指令センターに設置する指令

台などについては、各市が単独で消防指

令センターを整備した場合の整備費用を

反映する単独整備費割、これと、指令業

務量を反映する人口割、これと、地域の

実情を反映する標準財政規模割、これで

按分するということで、報告書のほうで

検討してまいりました。

　この第１５条では、吹田市・摂津市消

防通信指令事務協議会規約第１５条のほ

うで、支弁に関する規定、こちらのほう

を定めることとしておりまして、協議会

を設立後には、両市が協議して定めるこ

ととしております。

○野口博委員長　中川委員。

○中川嘉彦委員　ありがとうございます。

　その整備費の事業費に対して、単純に

私なんかは人口割や職員数、例えば人口

割でいきますと、吹田市、約３６万人、

摂津市、約８．４万人で考えますと、吹

田市は比率負担８１％、摂津市、約１９

％、職員数でいきますと、吹田市２１人、

摂津市６人で考えますと、吹田市、約７

８％、摂津市２２％となると思います。

　単純には標準財政規模割とか単独整備

費割、そういうのが加味されて計算され

ると思いますけれども、ぜひ多額の金額

を拠出するわけですので、最大限のスケー

ルメリットを享受していただきたいと思

います。

　そしてもう１点、これも要望ですけれ

ども、ないことだとは思いますけれども、

他市との連携により組織が複雑、大きく

なり、初動体制がおくれたり、指令・命

令系統がばらばらになったりすることの

ないようにお願いしたいと思います。

　全て要望です。

○野口博委員長　ほかに質疑ありますか。

　渡辺委員。

○渡辺慎吾委員　先ほど、共同でするこ

とに非常にメリットがあるという説明を

いただいたんですけど、シミュレーショ

ンとしてどういうような、吹田市とさま

ざまな協議をしながら、こういう形をとっ

ていかれるのはわかるんですけど、シミュ

レーションしはったと思うんです。いろ

んなことを想定しながら、具体的に、僕

も薄々はわかるんですけど、どういうシ

ミュレーションして、大きな災害が起き

たときに、どういうような体制で取り組

むか、どのような状況で、どのようなシ

ステムを有効に使うかということはシミュ

レーションされたと思うんですけど、そ

の点について内容をお聞きしたいと思い

ます。

○野口博委員長　具体的に何か項目であっ

たり、流れも含めて、ご答弁願います。

　橋本課長。

○橋本警備課長　ご質問のシミュレーショ

ン、どういう災害で想定しているかとい

うことなんですが、現在、本市で設置し

ております指令台におきましては、２型

の指令台を設置しております。今後、共

同で指令センターを運用してまいるとき

には、人口４０万人規模以上で設置がで

きるとされております３型の高機能な消

防指令センター、こちらのほうを設置す

る予定でございます。

　この辺で１１９番が集中した場合につ

きまして、今現在、本市であれば２名の

指令員で対応しておりますが、予定です

が、吹田では６台の指令台、こちらのほ

うを設置する予定でございますので、最

低６人の指令員が詰めることとなります。

それで受信の能力も向上しまして、処理

能力も向上するということが一つメリッ

トというか、効果としてのシミュレーショ

ンとしては挙げております。

　それと、災害発生なんですが、１１９
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番を一元化して受信することによりまし

て、消防車両の出動状況、この情報が指

令センターに一つに集まります。このこ

とによって、救急事故の多発時や大規模

な火災発生時におきまして、受信と同時

に応援出動体制が可能になると。今現在

も、吹田市とは相互応援協定を結んでお

ります。この協定といいますのは、お互

いの無線を傍受して出動する、または他

市の応援出動の要請があってから出動す

るという協定でございます。

　今後は、今言いましたように指令セン

ターが一つとなり、情報が一括に集まり

ますので、受信と同時に応援出動の体制

ができるということが最大の効果、メリッ

トだと思います。

○野口博委員長　渡辺委員。

○渡辺慎吾委員　きょう、傍聴者もいて

はるんで、そういう点をしっかりと説明

してもろたほうがええやろうという形で

質問をさせていただいたわけですけど。

　例えばデメリットが、もしかその協議

の中で、こういう点はちょっとこれぐあ

い悪いなというような形がもしかあるん

やったら教えてもらいたいことと。それ

から、先ほど中川委員も言うてはったん

ですけど、違う市の方々が一つになって

やるということなんで、考え方とか、い

ろんな面で確執が生じることも、これ多々

あるんですね、いろんなことで。そうなっ

てきたときに、１足す１は２になるかと

いうことになったら、これ逆にマイナス

になるようなこともあるし、やっぱりこ

ういう共同でやることに関して、やっぱ

り１足す１が２になり、また、よければ

３になるような状況が一番いいわけであっ

て、その辺の危惧を私はちょっと感じる

んですけど、しっかりとスクラムを組ん

で、これからいろいろ協議をしながらや

られるというのはわかるんですけど、こ

れは全然違う一つの部署に関しても、吹

田市とさまざまなあつれきがあったりと

いうのをよく聞きました。そういう点か

ら、その辺の一抹の不安は感じるんです

けど、その辺はどのように意思の疎通を

充実させて今後いかれるのか、あわせて

お聞きしたいと思います。

○野口博委員長　熊野消防長。

○熊野消防長　それでは、２回目のご質

問にお答えいたします。

　我々消防は、まず各市で雇用されて、

各市の消防本部で常備でやっております

が、もともと消防学校のほうで半年間、

大阪府下の消防職員が集まって半年間教

育されます。そこでいろんな市のところ

の職員がおって、特に近隣、北摂ならば

北摂で、初任科の同期生、同じ釜の飯を

食った人間同士というつながりもありま

す。

　それで、また毎年夏には救助大会など

がありまして、近畿、大阪、兵庫の救助

隊員が、一つの大会で、一つの競技に対

して、いろんな競技に対して０．１秒を

争いながら、お互いの技能を磨きながら

切磋琢磨し、合同練習などもしておりま

す。

　その他には、救急担当者会議なり、予

防担当者会議なり、いろんな会議、それ

で吹田市との職員同士の意見の懇親、そ

ういうミーティングを行っており、今回

のこの検討会でもかなり意見が出され、

どちらも対等の立場でいろんなことを言

いながら、ここまでやって一つのことを、

他市へ視察に行って、研修しながら一つ

のことをつくってまいりました。

　ですから、言いたいことは言えるし、

同じ釜のご飯を食った仲間という仲間意

識もありますし、隣接しているところで、

必ずうちも吹田市に出ることもあります

し、吹田市もうちと火災でこうやって現
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場で合わすこともありますし、そういう

ところでは、一つの火事なり、市民がそ

ういう災害で困っているというところで

あれば、吹田市も摂津市も、出れば必ず

そういう隣接する地域で、お互い顔の見

える関係でつながっていますので、どう

ぞ市民の方にとっては安心して、消防同

士はつながっているということを自慢し

てもいいと思うぐらい私たちはしっかり

連携がとれていると思います。どうぞ安

心していただいていいと思いますので、

よろしくお願いいたします。

○野口博委員長　渡辺委員。

○渡辺慎吾委員　消防の中ではよくわか

りました。非常にそういう形できちっと

連携をとられているというのがわかりま

した。

　ただ、今言うたように、メリットばっ

かりじゃないというふうに私は思うんで

すよ。例えば地理的な問題があったり、

さまざまな状況もあると思いますし。先

ほど僕ちょっと質問したけども、もしか

「デメリットはございません」というふ

うに言い切られたらそれまでなんですけ

ど、もしかそういう点で、こういう形を

とられる中で、ちょっとこれはぐあい悪

いな、ちょっと問題になるん違うかなと

いうようなものがあったら、想定、そん

なものしていないというんでは、それやっ

たらそれでいいんですけど、そういうも

のがあるんやったら、お聞かせ願いたい

と思います。

○野口博委員長　熊野消防長。

○熊野消防長　確かに場所は吹田市に移

動します。向こうの建物自体は耐震で、

免震の建物でございますので、建物的に

はいいんですけども、摂津市の１１９番

を吹田市の職員が受ける場合もあります

し、摂津市の職員が吹田市の１１９番を

受けて対応することもあります。その点、

向こうへ行く、派遣される職員について

は、吹田市と摂津市と両方を覚えていか

なければならない。それが共同指令セン

ターの使命で、吹田市の方もうちのを覚

えていただく、摂津市も吹田市のを覚え

ると。面積的にも非常に向こうのほうが

大きいので、うちの職員にとっては、う

ちは１４キロ平方メートルぐらいですん

で、向こうは３２キロ平方メートルぐら

いなんで、その辺の負担の違いはうちの

職員にはかかるかもしれませんし、吹田

市にとっても、大きいところから、まだ

追加で覚えなければ、それはひょっとし

たらかかるかもしれませんが、そういう

デメリットがあるかもしれませんが、今

機器が発達していて、電話をかければ、

発信地表示システム、固定電話なり携帯

電話でも出ますので、そういう高機能な

指令センターができれば、その辺は昔に

比べたらカバーできるのかなというとこ

ろもありますが、職員にとっては、面積

が広がる、より多くの市民の方からかかっ

てくる。例えば、うちで今１１９番の通

報が５，０００件ほどかかってきますが、

吹田市は２万３，０００件ぐらいかかっ

てきますので、約２万８，０００件ぐら

いの本数がそこの指令部にかかってきま

す。その中で対応していくのに、やはり、

より効果的にかかってくるということは

率がいいかもしれませんが、通信を受け

る人間にとったら、それは負担になるか

もしれませんので、そういうところでは

職員の個々の能力の自己啓発なり、質の

向上なり、人材育成なりを必ずやってい

きたいなと思っております。

○野口博委員長　渡辺委員。

○渡辺慎吾委員　よくわかりました。本

当に、そういう形に移行した当初は、非

常にいろんな面で大変な状況というのは

あると思います。それは、それぞれの方々
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がカバーしながら、フォローしながらやっ

ていかなあかんというように思います。

　今後、広域的にそれぞれが助け合うと

いう形を、個々の市だけではなくて、広

域的に助け合うということが必要になっ

てくるというのはよく理解できています。

だから、スクラムをしっかりとより強固

なものにするように、それぞれ錬磨して

やっていただきたいというように要望し

ておきます。

○野口博委員長　以上で、質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午前１１時１０分　休憩）

（午前１１時１１分　再開）

○野口博委員長　再開します。

　続いて、議案第９２号の審査を行いま

す。

　補足説明を求めます。

　熊野消防長。

○熊野消防長　議案第９２号、摂津市消

防賞じゅつ金支給条例の一部を改正する

条例制定の件につきまして、提案内容の

補足説明を申し上げます。なお、議案参

考資料（条例関係）の２６ページに新旧

対照表を記載いたしておりますので、あ

わせてご参照願います。

　初めに、消防賞じゅつ金についてご説

明いたします。

　消防職員、消防団員は、住民の生命、

身体、財産を保護するという任務を有し、

職務上、あえてその職務を遂行しなけれ

ばならないという災害を受ける危険性の

高い特殊な公務に従事するものでありま

す。災害等に際し、危険な状態にあるに

もかかわらず、我が身の危険を顧みず果

敢に職務を遂行して、不幸にも死亡、ま

たは障害の状態となった消防職員及び消

防団員に対し、その労に報いるとともに、

本人や家族の精神的苦痛を見舞い、あわ

せてその後の生活安定を図るために支給

するものであります。

　今回の改正は、本市が加入する財団法

人大阪府賞じゅつ金共済会が、公益法人

制度改革に伴い、財団法人大阪府消防賞

じゅつ金共済会を、一般財団法人大阪市

町村消防財団に名称を変更したため、そ

の関係を明確にするために所要の整備を

行うものであります。

　なお、附則といたしまして、この条例

は公布の日から施行するものであります。

　以上、議案第９２号、摂津市消防賞じゅ

つ金支給条例の一部を改正する条例制定

の提案内容の補足説明とさせていただき

ます。

○野口博委員長　説明が終わり、質疑に

入ります。

　水谷委員。

○水谷毅委員　今回、運営団体の名称変

更ということでのご説明であったんです

けども、この際、確認をしておきたい点

がございます。

　ある意味、事故があった場合の補償と

いうか、保険というイメージであると思

うんですけども、これに対して、毎年摂

津市としてどのぐらいの保険料を払って

いるのかということが一つと、それから、

消防隊員の方、また一般の消防団員の方

もいらっしゃいますけども、例えば一般

市民の方が消火器を持って走っていかれ

て、事故をされた部分についても対象に

なるのか。その２点、確認をさせていた

だきたいと思います。

○野口博委員長　明原課長。

○明原消防本部総務課長　それでは、２

点のご質問にご答弁をさせていただきま

す。

　まず、掛金でございますが、旧の大阪

府消防賞じゅつ金共済会、この負担金と

いうことで支出をいたしております。平
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成２５年度の負担金をご紹介させていた

だきますと、消防職員分、これは常備消

防費で支払いをしておりますが、年間２

０万７，２００円です。消防団員分とし

ましては、非常備消防費で９８万８，５

００円支出しております。合計で、平成

２５年度の消防費全体では１１９万５，

７００円の負担金の支出をしております。

　続きまして、この賞じゅつ金の支給条

例で一般の方も填補されるのかというご

質問だったと思いますが、この消防賞じゅ

つ金条例の支給の範囲ということでは、

消防職員及び非常備消防団員となってご

ざいます。

　今、ご質問の中にありましたように、

一般の市民の方が消防の仕事にお手伝い

いただいてけがされるということも往々

にして想定はしてございます。その場合

は、消防団員等公務災害補償条例、こち

らのほうで補償をしていくという内容に

なってございますので、この賞じゅつ金

の場合は該当いたしません。

○野口博委員長　水谷委員。

○水谷毅委員　ありがとうございました。

　ちょっと所管も外れていくと思います

ので、ここでは控えますけども、せっか

く市民の方が消防にご協力いただくとい

う面に関しても、広くまたカバーしてい

ただきたいことを要望いたします。あり

がとうございました。

○野口博委員長　ほかにございませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○野口博委員長　以上で、質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午前１１時１５分　休憩）

（午前１１時１８分　再開）

○野口博委員長　再開します。

　ただいまから討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○野口博委員長　討論なしと認め、採決

に入ります。

　議案第６０号所管分について、可決す

ることに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○野口博委員長　全員賛成。

　よって本件は可決すべきものと決定し

ました。

　議案第７３号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○野口博委員長　全員賛成。

　よって本件は可決すべきものと決定し

ました。

　議案第８５号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○野口博委員長　全員賛成。

　よって本件は可決すべきものと決定し

ました。

　議案第８６号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

○野口博委員長　全員賛成。

　よって本件は可決すべきものと決定し

ました。

　議案第９２号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○野口博委員長　全員賛成。

　よって本件は可決すべきものと決定し

ました。

　以上で、本委員会を閉会します。

（午前１１時２０分　閉会）
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委員会条例第２９条第１項の規定により

署名する。

総務常任委員長 野 口 　 博

総務常任委員  水 谷 　 毅
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